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令和６年（2024年）は、多賀城創建1300年にあたる記念すべき年です。この節目を機に復元された「多賀城南門」や、新たに国宝に指定された
「多賀城碑」は、古代に東北地方の政治・文化の中心として繁栄した多賀城の歴史を今に伝えています。（多賀城市）
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１

令和５年度の県内市町村の普通会計決算額は、以下のとおりです。
○歳入 １兆３，１２４億円（前年度比 ▲４１８億円、▲３．１％）

うち、東日本大震災分 ４５６億円（前年度比 ▲５７１億円、▲５５．６％）
○歳出 １兆２，７４８億円（前年度比 ▲３４９億円、▲２．７％）

うち、東日本大震災分 ４０７億円（前年度比 ▲５５０億円、▲５７．４％）
※東日本大震災分は復旧・復興事業分及び全国防災事業分の合計。以下、同じ。
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第１部 市町村財政の推移と現状分析

普通会計第１章

決算規模・決算収支１

赤字の団体数決算額
区 分

Ｒ５年度Ｒ４年度Ｒ５年度Ｒ４年度

０/３５団体０/３５団体２４８億円３２１億円実 質 収 支

２４/３５団体１６/３５団体▲７２億円▲４１億円単 年 度 収 支

２７/３５団体２２/３５団体▲２６０億円▲２４４億円実質単年度収支

実質収支、単年度収支、実質単年度収支 P２参照
―用語解説―――――――――――――



２

形式収支
歳入から歳出を差し

引いた額をいいます。

実質収支
その年度の決算で、

収支が黒字か赤字かを
見るための指標で、形
式収支から翌年度に繰
り越すべき財源（事業
の繰越によって来年度
に確保すべき財源な
ど）を差し引いた額を
いいます。

単年度収支
実質収支には、その

年度以前から累積され
た黒字や赤字の要素が
含まれています。した
がって、その年度の収
支の黒字・赤字を判別
するためには、その年
度の実質収支から、前
年度の実質収支を差し
引いた額を算出する必
要があり、この数値を
単年度収支といいま
す。

実質単年度収支
単年度収支には、長

期的に見て、実質的な
黒字要素・赤字要素と
なる支出・収入が含ま
れています。例えば財
政調整基金への積立て
は将来の赤字に備えて
行うもので、その年度
では支出となります
が、後年度で取り崩せ
ば収入となります。ま
た、地方債の繰上償還
は償還を行うその年度
において、単年度とし
ては大きな支出になり
ますが、後年度の地方
債償還額は小さくなり
ます。これらの要素が
なかったと仮定して算
出した収支を実質単年
度収支といいます。
実際の算定にあたっ

ては、単年度収支に、
財政調整基金への積立
額及び地方債の繰上償
還額を加え、財政調整
基金の取崩し額を差し
引いた額となります。

普通会計
市町村など地方公共団体の会計は、一般会計と特別会計に区分経理されていますが、各団体の会計区分は一様ではないた

め、一般行政部門を普通会計として整理しています。この他の会計には、その収支を一般会計とは分けて経理する必要がある
場合に設けられる会計で、各種の公営企業会計や国民健康保険事業会計、後期高齢者医療事業会計、介護保険事業会計などが
あります。

―用語解説――（単位：百万円）

市町村別普通会計決算収支の状況 令和５年度

実質単年度
収 支

単年度
収 支

実 質
収 支

形式収支歳出総額歳入総額
市町村名

うち東日本
大震災分（Ａ）－（Ｂ）うち東日本

大震災分（Ｂ）うち東日本
大震災分（Ａ）

▲３，０５２４７３４，０６９２，０９８８，７１３６，９０５５８３，９３８９，００４５９２，６５０仙 台 市

▲３，２２９▲１，２７１１，７０７３４６２，３７５１３，３３１８５，７６８１３，６７７８８，１４２石 巻 市

▲１，１１８▲４５９９７４０１，４５７１，４１１２４，９３４１，４１１２６，３９１塩 竈 市

▲５，１４９▲１，３４９１，２１４８３１，４５４４，４００４８，２８６４，４８４４９，７３９気仙沼市

▲６３２１３８５３６６３９３３１７１９，０８８８０２０，０２１白 石 市

▲１，６２３▲２３１１，１１４１７５１，６０９１，５８２３５，５５０１，７５７３７，１５９名 取 市

▲８０４▲２０４３５８８０４８６２８２０，７８０１０７２１，２６７角 田 市

▲４２３▲９９０１００８９２０３９０４２８，４７８９９３２８，６８０多賀城市

▲１，２４５▲２６０１，０６９１４５１，２１３３３４１８，５９７４７９１９，８１０岩 沼 市

▲５５２▲７０１，０７０９５１，２７２１８８４５，０５２２８３４６，３２４登 米 市

▲６０８▲１８０１，０７３５１１，２６３１６７４４，４７７２１８４５，７４０栗 原 市

７０２▲１４２６３５２２５７９３３，４５３２７，０４８３，６７８２７，８４１東松島市

▲３，１０６▲１，０６０１，４４８２５３１，７１１１，１４７６７，４８８１，３９９６９，１９９大 崎 市

▲６９５▲３４７１，１９２２８２，３２６１２１８，６４２４０２０，９６８富 谷 市

２９３４６２０３４５２４０１３７，５７８５８７，８１８蔵 王 町

▲２１７８８０９８３０３，２４５３０３，３４２七ヶ宿町

２０７２０１５９１４６０１１１１１，０３０１５１１，６３１大河原町

２９▲５１８８２７２４１１２５，９８８３９６，２３０村 田 町

▲３４９▲９８２６６８４９５１２１４，７６１２１１５，２５５柴 田 町

▲３８７▲１８１１５８０２３３２５，５２２２５，７５６川 崎 町

▲１，２１０▲７３２１，２２４０１，６４８１８６１６，０６１１８６１７，７０９丸 森 町

７５８▲２７９４１４５７４８６２，３３４１５，１２７２，３９１１５，６１２亘 理 町

▲５２２▲３１３２２２１０１６６２７１４８，２５４８１５８，９１６山 元 町

▲６０７▲１６３２０７０２６５１８５７，００９１８５７，２７４松 島 町

４２８４４３９０５３３４３４８，１１６４３４８，６５０七ヶ浜町

▲６９０３７６３１３１６６０２１１４，８６５５２１５，５２５利 府 町

４１２１７５７２０５２８１，４５８０１４，３０７５２８１５，７６５大 和 町

▲３２３▲１９５１０４６４７５６，３４１９６，９８８大 郷 町

▲１７３▲４１１３６１６１１５０１５，２１９１６２５，３６９大 衡 村

▲７３１５１３１１１３７４５５，０５４４５５，１９０色 麻 町

▲４２０▲１２９６５６１４７０４９２１３，８４７１０７１４，５５２加 美 町

１６０８３２２３７３２６０６２８，４４９１３５８，７０９涌 谷 町

▲１２２▲８５２６４７２９３１２７１１，１４５１３４１１，４３８美 里 町

▲６４６▲１５１３６７７１，０９３１，３８８１３，４２９１，４６４１４，５２１女 川 町

▲８７７１０７８３７５２９３９１，１６９１１，３１８１，２２１１２，２５７南三陸町

▲２１，５３３▲５，９５３１６，５５９３，７３２２５，８０６３３，８７９１，０６８，１２６３７，６１１１，０９３，９３２市 計

▲４，４９７▲１，２９５８，２４５１，１９２１１，８４３６，８４３２０６，６６４８，０３５２１８，５０８町 村 計

▲２６，０３０▲７，２４８２４，８０３４，９２４３７，６５０４０，７２２１，２７４，７９０４５，６４６１，３１２，４４０県計（仙台市含）

▲２２，９７８▲７，７２１２０，７３４２，８２５２８，９３７３３，８１７６９０，８５３３６，６４２７１９，７８９県計（仙台市除）
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（１）歳入構造
令和５年度の歳入は１兆３，１２４億円で、前年度に対し４１８億円（３．１％）の減少となりました。
歳入が減少した要因は、復興関連事業の進捗に伴う繰越金の減少額や新型コロナウイルス感

染症関連の補助金の減少に伴う国庫支出金の減少額が大きかったことがあげられます。

地方税 地方公共団体が仕事を進めていくために根本になる財源で、その地域に暮らし、活動し、消費している個人や法人が
負担しているものです。地方税には都道府県が課税する都道府県税と市町村が課税する市町村税があります。
地方交付税 地方税は、地域によって人口や経済力に差があるため、どの地域も同じように得られるとは限りません。一方で、
例えば生活保護などは、地域の経済力に差があるとしても日本全国どこでも同じ内容でなければなりません。このように、一
定の行政水準を保つため、地域ごとの税収の違いを補てんする地方交付税という制度があります。いわば、国による税の再配
分の性格を持っており、国税のうち、所得税、法人税、酒税及び消費税のそれぞれ一定割合と地方法人税の全額を財源として
います。交付税には、一定の算式により交付される「普通交付税」と、災害など特別の財政事情に応じて交付される「特別交
付税」、東日本大震災による特別な財政事情に応じて交付される「震災復興特別交付税」の３つがあります。
地方債 地方公共団体が、必要とする資金を外部から調達するために負担する債務で、その返済が単年度でなく、複数年度に
わたり行われるものです。

―用語解説―――――――――――――――――――――――――――――――――――――
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2,008
（14.8）

95
（0.7）

3,860
（28.5）

13,542 13,542
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0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

仙台市
石巻市
塩竈市
気仙沼市
白石市
名取市
角田市
多賀城市
岩沼市
登米市
栗原市
東松島市
大崎市
富谷市
蔵王町
七ヶ宿町
大河原町
村田町
柴田町
川崎町
丸森町
亘理町
山元町
松島町
七ヶ浜町
利府町
大和町
大郷町
大衡村
色麻町
加美町
涌谷町
美里町
女川町
南三陸町
県 計
全 国

地方税 地方譲与税 地方交付税 国庫支出金 県支出金 地方債 その他

14.7 19.70.7 15.0 4.0 6.0 39.9

21.3 1.0 25.0 15.1 4.6 6.7 26.2

34.3 0.8 10.0 19.8 6.4 6.5 22.2

17.4 0.8 20.3 11.7 4.4 5.2 40.1

29.8 13.9 23.1 6.1 6.2 20.30.5

37.2 1.0 10.0 18.3 6.5 1.7 25.4

16.9 1.6 36.4 14.4 6.8 5.2 18.6

16.5 1.1 40.6 11.4 5.2 5.9 19.3

14.3 21.2 17.8 4.4 6.7 34.90.7

24.1 0.9 26.8 16.8 6.5 5.9 19.0

21.6 1.0 32.0 9.1 3.8 13.0 19.5

15.2 1.4 36.5 10.0 2.7 19.2 15.0

26.9 18.3 13.1 5.3 0.6 35.00.7

23.7 35.7 13.3 5.3 6.3 14.71.1

30.0 0.9 20.8 15.0 5.9 4.4 23.1

18.1 1.4 45.1 9.0 4.7 5.3 16.4

8.2 25.9 32.4 4.1 12.0 16.60.8

25.2 21.2 16.0 6.5 2.4 27.81.0

1.0 34.3 14.9 4.9 10.5 19.515.0

25.0 0.8 29.4 12.0 5.4 6.7 20.6

23.8 26.6 15.1 6.3 3.7 23.90.6

33.5 10.2 19.2 6.6 5.0 24.80.7

39.4 4.11.0 16.4 5.6 14.0 19.6

22.3 0.7 20.9 14.3 4.1 13.3 24.3

14.233.4 11.8 4.7 7.0 27.91.0

14.1 1.8 47.4 14.4 4.7 3.4 14.2

18.4 1.5 39.4 11.9 5.2 5.4 18.1

18.5 1.0 36.5 14.1 9.2 6.1 14.7

23.4 1.2 35.7 13.9 5.7 5.7 14.4

0.3 5.2 32.4 22.67.1 10.122.4

23.1 0.5 23.0 23.0 5.4 4.2 20.8

22.1 0.9 21.2 21.1 5.0 7.3 22.4

38.7 0.5 5.4 21.7 5.1 9.1 19.6

31.6 0.7 11.4 16.4 6.0 4.1 29.8

34.3 15.1 5.1 9.4 23.911.5 0.8

0.7 15.4 19.3 21.95.3 7.629.8

13.6 19.2 7.0 6.1 22.431.0 0.7

市町村別歳入構成比（令和５年度）

グループ別一般財源の構成割合（令和５年度）
100

0

60

80

40

20

（％）

地方譲与税地方税 地方交付税 その他

財政力指数
グループ

0.5～1.0未満
Ｂ

１．０以上
Ａ

0.4～0.5未満
Ｃ

0.2～0.4未満
Ｄ

平 均
全

1.2

36.0

28.6

27.6

1.0

15.5

55.955.2

5.7
1.3

21.6

1.8

54.0

22.6

28.0

1.1

24.1

46.8

37.8
34.2

◎グループ別の該当団体
Ａ 大和町
Ｂ 仙台市・石巻市・塩竈市・名取市・角田市・

多賀城市・岩沼市・富谷市・大河原町・柴田町・
亘理町・七ヶ浜町・利府町・大郷町・大衡村・
女川町

Ｃ 気仙沼市・白石市・東松島市・大崎市・蔵王町・
村田町・松島町・美里町

Ｄ 登米市・栗原市・七ヶ宿町・川崎町・丸森町・
山元町・色麻町・加美町・涌谷町・南三陸町

―用語解説―――――――――――――
一般財源 財源の使途が特定されず、どのような経費
にも使用することができるものをいいます。
財政力指数 P１６参照
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（２）自主財源と依存財源
令和５年度の歳入に占める割合は、自主財源が４５．７％（前年度４５．５％）、依存財源が５４．３％

（前年度５４．５％）となりました。新型コロナウイルス感染症関連の補助金などの減少に伴い依存
財源の総額が減少したため、自主財源の割合が前年度より相対的に高くなっています。

5

4

4

6

6

5

00

蔵王町・村田町・山元町
加美町・美里町・南三陸町

柴田町・亘理町・松島町
七ヶ浜町・大郷町・女川町

0

白石市・名取市
多賀城市・東松島市

大河原町・利府町
大和町・大衡村5

石巻市・塩竈市・登米市
栗原市・大崎市

仙台市・気仙沼市・角田市
岩沼市・富谷市

七ヶ宿町・川崎町・丸森町
色麻町・涌谷町

50％以上

（市部） （町村部）

40～50％未満

30～40％未満

20～30％未満

20％未満

自主財源の割合別団体数（令和５年度）

歳入決算額の推移
（億円）
20,000

15,000

10,000

5,000

0

単位：億円（％）

Ｈ22 Ｒ5年度Ｒ1 Ｒ3 Ｒ4Ｒ2

9,5109,510

4,235
（44.5）

1,987
（20.9）

5,274
（55.5）

3,138
（33.0）

計 13,124計 13,124

自主財源
5,993
（45.7）

依存財源
7,131
（54.3 ）

うち地方交付税
2,017
（15.4 ）

うち
地方税
3,916
（29.8 ）

15,05315,053

7,529
（50.0）

7,524
（50.0）

2,548
（16.9）

3,771
（25.1）

17,95017,950

10,009
（55.8）

7,942
（44.2）

2,369
（13.2）

3,742
（20.8）

15,35115,351

8,592
（56.0）

6,759
（44.0）

2,147
（14.0）

3,720
（24.2）

13,54213,542

7,374
（54.5）

6,168
（45.5）

2,008
（14.0）

3,860
（28.5）

自主財源・依存財源の割合の推移

増減R５年度R４年度
割合決算額割合決算額割合決算額
+０．２▲１７５４５．７５，９９３４５．５６，１６８自主財源

▲０．２▲２４３５４．３７，１３１５４．５７，３７４依存財源

▲４１８１００．０１３，１２４１００．０１３，５４２合 計

自主財源
45.7%

依存財源
54.3％

〔内訳〕
・地方税
・分担金及び
負担金

・使用料
・手数料
・財産収入
・寄附金
・繰入金
・繰越金
・諸収入

〔内訳〕
・国庫支出金
・県支出金
・地方交付税
・地方譲与税
・地方債 等

（令和５年度）

（単位：億円、％）

0

10

20

30

40

50

60
（％）

H22 R5年度R1 R3 R4R2

依存財源

自主財源

地方交付税

国庫支出金

地方債

地方税
29.8

25.1

20.8

7.67.3 6.4

54.3

50.0

44.2

27.2

55.8

50.0 45.7

12.6

12.0

20.9

33.0

55.5

44.5

19.3

15.4

16.9

13.2

21.3

7.0

44.0

24.2

56.0

14.0
16.6

20.7

7.3

45.5

28.5

54.5

14.8
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（３）市町村税の収入実績
令和５年度の市町村税収入済額は、３，９１６億円と前年度から１．４％増加しました。
税目別に見ると、市町村民税は前年度比０．５％減の１，７６５億円で構成割合は４５．１％となりまし

た。このうち、減少幅の大きかった法人税割は前年度比１４．５%減の１９４億円となりました。減
少の要因は、原材料費や物価高騰に
よる経費の増加などが考えられます。

固定資産税は前年度比３．２％増の
１，６０５億円で構成割合は４１．０％とな
りました。このうち、土地は前年度
比４．８％増の５１３億円、家屋は前年度
比３．４％増の７３５億円、償却資産は前
年度比０．８％増の３４６億円となりまし
た。増加の要因は、土地や新築家屋
の取引件数が増加したことなどが考
えられます。
他の普通税では、軽自動車税等

（構成割合１．６％）が前年度比２．３％
増、目的税では、入湯税（構成割合
０．１％）が前年度比１５．４％増、事業所
税（構成割合１．５％）は前年度比０．９％
増となっています。

目的税
297（7.6）

単位：億円（％）

個人分
1,483
（37.9）

市町村
民 税
1,765
（45.1）

普通税 3,619
（92.4）

固 定
資産税
1,605
（41.0）

法人分
282
（7.2）

土地
513

（13.1）

家屋
735

（18.8）

償却資産
346
（8.8）

都 市
計画税
235
（6.0）

県全体
3,916億円

事業所税
58（1.5）入湯税等

5（0.1）

軽自動車税等
63（1.6）

交付金
12（0.3）

市 町 村
たばこ税
185（4.7）

市町村税収入済額（税目別）の推移
（国民健康保険料（税）を除く）

（億円）

H22 R5年度R2R1 R4

単位：億円（％）

3,138

251（8.0）

186（6.0）

1,401
（44.6）

1,300
（41.4）

R3

計3,916

297（7.6）

249（6.4）

1,605
（41.0）

1,765
（45.1）

3,771

273（7.2）

224（5.9）

1,472
（39.1）

1,802
（47.8）

3,742

275（7.4）

219（5.8）

1,492
（39.9）

1,756
（46.9）

3,720

276（7.4）

233（6.3）

1,474
（39.6）

1,737
（46.7）

3,860

286（7.4）

246（6.4）

1,555
（40.3）

1,773
（45.9）

目
的
税
そ
の
他
普
通
税

固
定
資
産
税

市
町
村
民
税

注）令和元年度以降のその他普通税は、軽自動車税環境性能割を含めた額です。

市町村税の構成（令和５年度）
（国民健康保険料（税）を除く）
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収入率は、県全体で９８．０４％（前年度９７．９９％）と前年度より０．０５ポイント上回りました。各
市町村別の状況については、１６団体で前年度の収入率を上回りました。
主な税目別の収入率は、市町村民税は９７．６％（前年度９７．７％）で前年度より０．１ポイント減と

なり、固定資産税は９８．２％（前年度９８．１％）で前年度を０．１ポイント上回りました。
次年度に繰越される収入未済額は、７２．４億円（前年度７２．０億円）と前年度より０．４億円増とな

りました。

次年度に繰越される収入未済額と収入率の推移
（国民健康保険料（税）を除く）

（百万円）
30,000

25,000

20,000

15,000

10,000

5,000

0

（％）

99.0

98.0

97.0

96.0

95.0

94.0

93.0

92.0

91.0

90.0

H22 R5年度R1 R3 R4R2

市町村民税 固定資産税 その他普通税
市町村税（収入率） 市町村民税（収入率） 固定資産税（収入率）

目的税市町村民税 固定資産税 その他普通税
市町村税（収入率） 市町村民税（収入率） 固定資産税（収入率）

目的税

1,788
（6.7）
440（1.7）

13,340
（50.1）

11,042
（41.5）

26,61026,610

90.6

91.6

97.6

97.6
98.0

98.2

97.5
97.5

97.9
97.9

97.7

98.1

97.7
97.3

97.3

97.1

4,004
（55.3）

2,676
（37.0）

246
（3.4）

316
（4.4）

計 7,242計 7,242

4,338
（51.2）

3,412
（40.3）

312
（3.7）

405
（4.8）

8,4678,467

4,593
（47.6）

4,071
（42.2）

284
（2.9）

702
（7.3）

9,6489,648

7,4877,487

3,963
（52.9）

2,908
（38.8）

264
（3.5）

353
（4.7）

7,2047,204

3,932
（54.6）

2,678
（37.2）

248
（3.4）

345
（4.8）91.8

市
町
村
民
税

固
定
資
産
税

そ
の
他
普
通
税

目
的
税

98.0

※「収入未済額」＝「調定済額」－「収入済額」＋「還付未済額」－「不納欠損額」
注）（ ）内は全体に占める割合
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（４）地方交付税の概要
地方交付税は、地方公共団体間の財源の不均衡を調整し、どの地域に住む住民にも標準的な

行政サービスや基本的な社会資本を提供できるように財源を保障するためのもので、地方の固
有財源です。
本来、地方自治の観点からは、行政活動に必要な財源はそれぞれの地方公共団体が徴収した

地方税で賄うのが理想であるものの、税源の地域的なアンバランスにより、多くの地方公共団
体が必要な税収を確保できません。そこで、地方の財源を国税として国が代わって徴収し、一
定の合理的な基準によって再配分しています。つまり、地方交付税は「国が地方に代わって徴
収する地方税」といえます。

平成２２年度以降における全国の地方交付税総額の推移については、東日本大震災直後の平成
２３年度に震災対応分として特別交付税が増額されたほか、震災復興特別交付税が創設されたこ
とにより約１８．８兆円に増加しましたが、その後は景気回復による税収の伸びや復興事業の進捗
等に伴い減少傾向が続きました。
令和元年度以降は増加傾向にあり、令和５年度は令和４年度に引き続き、国の補正予算によ

り地方交付税の総額が増額され、普通交付税の再算定が行われたことなどにより全国の地方交
付税総額は約１９．０兆円となり、対前年度比で約０．４兆円の増額となりました。
一方、県内市町村における地方交付税総額については、復興事業の収束に伴う震災復興特別

交付税の減少幅が大きいことから、近年は全国推移と異なり減少傾向が続いています。

県内市町村の地方交付税額等及び全国の地方交付税総額の推移
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（百万円）
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地
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（億円）

普通交付税 臨時財政対策債 特別交付税 震災復興特別交付税
地方交付税全国総額（補正後ベース）A

注）平成23年度以降の地方交付税全国総額は、普通交付税、特別交付税の交付額に震災復興特別交付税交付額を加えた額です。
※（ ）内の数値は臨時財政対策債を除いた数値です。

Aのうち国税四税分（平成22、23年度は国税五税分）

Ｈ22 Ｈ23 Ｒ3 Ｒ4Ｒ2Ｒ1

181,580

17,124

58,277

171,936

187,522 190,070

107,781
114,165

186,251

69,340

123,694

51,662

（379,285）
430,947

普通交付税
177,286

特別交付税
18,972

震災復興特別交付税
5,416

臨時財政対策債
12,205

（201,674）
計 213,879

154,874

25,009

74,944

35,124

（254,827）
289,951

179,777

19,736
15,201

50,534

（214,714）
265,248

153,786

17,113

66,042

31,651

（236,941）
268,592

169,489167,393 169,889

195,049

146,513

128,780

169,114

186,310

172,753

（198,704）
256,981

172,595

21,825
6,357

20,292

（200,777）
221,069

Ｒ5年度

再算定 各地方公共団体に交付すべき普通交付税の額は、毎年８月31日までに決定しなければならないこととなっています
が、地方交付税の総額の増加、その他特別に事由がある場合において９月１日以降において、既に決定した普通交付税の額を
変更することができることになっています。

―用語解説―――――――――――――――――――――――――――――――――――――
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●特別交付税（特別な財政需要に対する財源保障）
焔特別交付税

標準的な行政運営に対する普通交付税の基準財政需要額の算定方法では捕捉されなかっ
た除排雪、公立病院、地方バス運行維持等の経費のほか、災害発生による応急復旧・災害
復旧など特別の財政需要に対して特別交付税が交付されます。

焔震災復興特別交付税
東日本大震災からの復旧・復興事業に係る地方負担分について、地方債により措置する

のではなく、その全額を震災復興特別交付税で措置することにより、被災団体の実質的な
財政負担をゼロとする対応がとられました。
なお、平成２８年度からは被災自治体の「自立」につなげていく観点から、一部事業の地

方負担分への措置率が９５％となっています。

令和５年度県内市町村普通交付税算定結果

包
括
算
定
経
費

再
算
定

再
算
定

公
債
費

個
別
算
定
経
費

基準財政需要額
（振替前）
546,055百万円

A

基準財政需要額
（振替後）
533,850百万円

B

交付基準額
（錯誤後）
177,286百万円

Ｄ

交付決定額
177,286百万円

一
般
財
源

基準財政収入額
356,365百万円

C

目
的
財
源

目
的
財
源

調整額
0

錯誤額
198

包括算定経費
46,516

臨時経済対策費2,210
臨時財政対策債償還基金費

2,715

公債費
62,593

総務費
38,308

産業経済費11,803

厚生費
202,666

教育費
78,476

土木費
48,758

消防費
31,773

地域の元気創造事業費5,660

地域社会再生事業費
4,546

人口減少等特別対策事業費7,095

地域デジタル社会推進費
2,936

基準財政需要額
（振替後）

（Ａ－臨時財政対策債振替額）
533,850

臨時財政対策債
振替額
12,205

交付基準額
（錯誤後）

（B－C－錯誤額）
177,286

交付決定額
（Ｄ－調整額）

177,286

普通税
273,269

税交付金
64,847

地方譲与税8,366 その他4,149

地方譲与税等
1,336
目的税4,398

177,286177,286177,286

交
付
基
準
額
（
錯
誤
前
）177,485177,485177,485

基準財政需要額 各地方公共団体が合理的かつ妥当な水準の行政を行うための財政需要を一定の方法によって算定した額です。
基準財政収入額 地方公共団体の財政力を合理的に測定するために、標準的な常態において徴収が見込まれる税収入を一定の
方法によって算定した額です。原則として、標準税率で算定した地方税等の収入見込額のうち、７５％の額とされています。
臨時財政対策債 地方の財源不足を埋めるため、平成１３年度から地方財政法第５条の特例として発行されている地方債のこと
です。各地方公共団体の財源不足額及び財政力を考慮して発行可能額を算出し、基準財政需要額の一部が臨時財政対策債発行
可能額に振り替えられています。なお、臨時財政対策債に係る元利償還金相当額は、後年度の基準財政需要額に全額算入され
ることになっています。

普通交付税の算式
普通交付税額
＝財源不足額（基準財政需要額－基準財政収入額）＋

錯誤額－調整額（基準財政需要額×調整率）

※錯誤額：交付税算定後において、基準財政需要額ま
たは基準財政収入額に異動の生じた額をい
います。

※調整額：普通交付税の総額が財源不足額の総額に満
たない場合に、財源不足額の総額を普通交
付税の総額と一致させるために調整される
額のことをいいます。（令和５年度の調整
額はありません）

注）１．構造説明のため、数値とグラフの長さが合わな
い箇所があります。

２．不交付団体（大和町）を除いた数値となってお
ります。

―用語解説―――――――――――――――――――――――――――――――――――――

●普通交付税（標準的な行政運営に対する財源保障）
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（１）歳出構造
令和５年度の歳出は１兆２，７４８億円で、前年度に対して３４９億円（２．７％）の減少となりました。

歳 出３

歳出決算額の推移

0

5,000

10,000

15,000

20,000
（億円） 単位：億円(％)

H22 R1 R2 R4R3 R5年度

2,954
（17.9）

8,112
（49.1）

5,454
（33.0）

16,51916,519

2,005
（13.9）

6,185
（42.7）

6,285
（43.4）

14,47414,474

1,071
（11.7）

3,702
（40.5）

4,364
（47.8）

計12,748計12,748

投資的経費
1,566
（12.3）

その他
5,214
（40.9）

義務的経費
5,968
（46.8）

2,873
（20.5）

5,866
（41.8）

5,279
（37.7）

14,01814,018

9,1369,136

1,702
（13.0）

5,621
（42.9）

5,773
（44.1）

13,09713,097

（２）経費別決算額の推移
義務的経費は、扶助費や公債費の増加により、前年度と比較して３．４％増の５，９６８億円で、歳出総

額に占める割合は４６．８％となりました。また、投資的経費は、災害復旧事業費の減少などにより、
前年度と比較して８．０％減の１，５６６億円、歳出総額に占める割合は１２．３％となりました。

○主な増減理由
扶助費…電力・ガス・食料品等価格高騰緊急支援給付金に係る経費の増加
公債費…東日本大震災に係る災害公営住宅建設事業債に関する繰上償還の増加
補助費等…東日本大震災に係る復旧・復興事業の進捗に伴う企業会計への負担金の減少

性質別
1兆2,748
億円

人件費
16.8%

公債費
9.3%

扶助費
20.7%

普通建設事業費
11.4%

投資的経費
12.3%

義務的経費
46.8%

災害復旧事業費
0.9%

物件費
14.6%

補助費等
11.1%

繰出金
6.8%

その他
8.3%

（令和５年度）

義務的経費・投資的経費の割合の推移
（％）

0

10

20

30

40

50

R5年度H22 R2 R3 R4R1

47.8

20.7

13.9

46.8

18.9

12.3

9.3

16.8

義務的経費

投資的経費

人件費

扶助費

公債費

11.7

15.9

18.0

13.8

20.5
17.9

37.7

33.0

14.8

8.1
6.7

9.5

14.8

13.2

13.2

43.4 44.1

18.7

8.8

13.0

16.6
15.0

増減率増減額Ｒ５年度Ｒ４年度経費区分
▲１．５▲３３２，１３７２，１７０人 件 費
+７．９+１９４２，６４５２，４５１扶 助 費
+２．９+３４１，１８７１，１５３公 債 費
+３．４+１９５５，９６８５，７７３義 務 的 経 費 計
+２．６+３７１，４５５１，４１８普通建設事業費
▲５．７▲３８６３２６７０うち、補助事業
+９．９+７１７８５７１４うち、単独事業
▲６０．８▲１７３１１１２８４災害復旧事業費
▲８．０▲１３６１，５６６１，７０２投 資 的 経 費 計
▲８．４▲１７２１，８６６２，０３８物 件 費
▲２０．４▲３６５１，４２０１，７８５補 助 費 等
+３．６+３０８６９８３９繰 出 金
+１０．３+９９１，０５８９５９そ の 他
▲２．７▲３４９１２，７４８１３，０９７歳 出 合 計

（単位：億円、％）
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義務的経費 人件費、扶助費、公債費が該当します。支出が義務づけられているため、任意に節減できない極めて硬直性の高
い経費です。
投資的経費 普通建設事業費、災害復旧事業費等で、その支出の効果が資本形成に向けられる経費です。
普通建設事業費 道路、橋りょう、学校、庁舎等公共用又は公用施設の新増設等に要する投資的経費のことです。

―用語解説―――――――――――――――――――――――――――――――――――――

普通建設事業費の内訳の推移

0

40,000

20,000

100,000

80,000

60,000

120,000

140,000

180,000

160,000 補助事業費
単独事業費
国直轄事業負担金
県営事業負担金

2,519 2,415

63,025

36,879

63,166

78,530

1,602 2,182

150,083

79,243

1,379 3,351

154,218

74,556

1,319 3,846

96,343

67,00167,891 71,376

1,453 2,849 1,504 1,928

H22 R2 R3 R4 R5年度R1

義務的経費の割合別団体数（令和５年度）

2

0

40～45%未満

35～40%未満

30～35%未満

25%未満

石巻市・白石市
東松島市

気仙沼市
角田市

大衡村・色麻町
南三陸町

七ヶ宿町・丸森町
女川町

（町村部）

3

3
7

1

0

3
0

25～30%未満

45～50%未満

50%以上

（市部）

塩竈市・名取市・多賀城市
岩沼市・登米市・大崎市

栗原市
富谷市

大河原町・川崎町・山元町・松島町
七ヶ浜町・大和町・涌谷町

仙台市

6
1

2 6

1

亘理町

蔵王町・村田町・柴田町
利府町・加美町・美里町

大郷町

投資的経費の割合別団体数（令和５年度）

20%以上

15～20%未満

10～15%未満

10%未満

（町村部）（市部）

5

3

8

54

0

1

9

七ヶ宿町・丸森町・大郷町
大衡村・女川町

塩竈市・岩沼市
登米市・大崎市

山元町・大和町
南三陸町

蔵王町・村田町・川崎町・松島町
利府町・色麻町・加美町・涌谷町

大河原町・柴田町・亘理町
七ヶ浜町・美里町

東松島市

仙台市・石巻市・気仙沼市・白石市・名取市
角田市・多賀城市・栗原市・富谷市
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性質別分類 歳出を経済的性質によって、人件費、普通建設事業費、物件費など、予算や決算の区分である節を基準として分
類したものです。また、経費を「義務的経費」「投資的経費」「その他の経費」に分類することによって、財政の健全性、弾力
性を測定することができます。

市町村別歳出構成比（性質別分類）（令和５年度）

仙台市
石巻市
塩竈市

気仙沼市
白石市
名取市
角田市

多賀城市
岩沼市
登米市
栗原市

東松島市
大崎市
富谷市
蔵王町

七ヶ宿町
大河原町
村田町
柴田町
川崎町
丸森町
亘理町
山元町
松島町

七ヶ浜町
利府町
大和町
大郷町
大衡村
色麻町
加美町
涌谷町
美里町
女川町

南三陸町
県 計
全 国

0％ 10％ 20％ 30％ 40％ 50％ 60％ 70％ 80％ 90％ 100％

19.3 10.325.3 0.210.9 13.9 6.4 7.7

13.1 7.917.7 13.3 0.3 13.9 16.7 7.6 9.5

14.9 7.024.3 6.4 1.0 13.5 14.3 10.0 8.5

12.8 6.810.9 9.8 0.3 16.4 20.2 16.6

16.4 6.515.9 8.6 5.8 14.3 12.4 8.1 12.0

15.6 7.425.0 10.9 16.8 10.3 7.6 6.2

12.8 6.812.7 11.2 0.7 14.7 5.9 18.6

11.9 7.027.3 13.1 15.2 13.0 5.17.1

15.2 6.224.8 6.3 17.9 8.014.7 6.9

16.8 10.718.5 6.1 1.3 18.0 8.0 6.4

18.7 11.812.4 10.8 15.3 11.8 7.7 10.2

12.0 12.512.9 18.0 0.4 11.2 14.9 5.5 12.6

13.1 10.922.1 8.9 12.8 18.4 6.8 5.9

14.1 3.324.8 14.2 16.9 6.28.4 11.4

22.7 12.29.9 14.0 14.7 7.0 5.1

15.7 7.02.2 31.8 18.5 9.7 7.6 7.4

14.8 5.819.3 5.2 25.8 14.1 9.9 5.2

20.2 11.210.7 11.6 1.9 17.0 13.0 7.6 6.8

17.5 9.717.3 8.3 15.7 8.8 7.9

19.9 6.19.5 10.1 0.9 18.0 18.2 12.7 4.6

8.8 5.74.9 27.5 20.3 8.6 12.8 4.7 6.5

16.2 14.518.3 6.0 14.5 16.5 8.1 5.9

18.6 7.7 15.3 0.9 16.3 16.9 7.6 7.1

17.5 7.610.7 8.5 2.0 17.9 22.4 10.3 3.2

15.3 5.317.2 3.7 18.94.3 11.5 13.3 10.4

12.6 8.223.2 12.8 20.1 10.2 6.2 6.8

10.9 4.321.0 16.6 0.4 18.9 15.6 6.0 6.3

13.2 7.28.3 15.3 7.4 14.9 15.6 10.2 8.0

14.3 7.410.0 21.1 1.2 14.8 14.7 7.2 9.4

19.1 6.37.2 14.6 17.2 10.319.6 5.7

18.7 10.112.5 10.1 1.6 16.2 13.6 11.5 5.5

16.2 6.813.8 8.8 13.8 22.4 8.18.7

19.3 10.012.3 8.3 15.1 21.8 4.58.5

9.4 4.63.2 42.1 4.0 9.3 2.212.6 12.6

13.8 10.47.9 15.0 19.33.7 12.8 6.1 11.1

16.8 9.320.7 11.4 14.60.9 11.1 6.8 8.3

15.1 8.325.6 11.4 13.8 10.3 7.7 7.3

14.1

0.2

16.6

6.1

6.1

13.8

9.6

公債費 その他繰出金補助費等普通建設事業費扶助費人件費 災害復旧事業費 物件費

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.1

1.3

1.1

0.7

0.5

0.2

1.3

14.7

0.4

―用語解説―――――――――――――――――――――――――――――――――――――
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市町村別歳出構成比（目的別分類）（令和５年度）

仙台市
石巻市
塩竈市

気仙沼市
白石市
名取市
角田市

多賀城市
岩沼市
登米市
栗原市

東松島市
大崎市
富谷市
蔵王町

七ヶ宿町
大河原町
村田町
柴田町
川崎町
丸森町
亘理町
山元町
松島町

七ヶ浜町
利府町
大和町
大郷町
大衡村
色麻町
加美町
涌谷町
美里町
女川町

南三陸町
県 計
全 国

0％ 10％ 20％ 30％ 40％ 50％ 60％ 70％ 80％ 90％ 100％

9.1 36.7 8.0 0.4 9.4 18.6 10.3 7.4

12.4 30.3 10.6 2.8 16.1 11.4 0.3 7.9 8.1

13.1 41.5 8.3 2.1 11.1 8.5 1.0 7.0 7.4

31.2 20.8 8.5 2.3 12.5 7.2 1.5 9.1

14.2 29.2 17.2 1.9 10.3 8.0 5.8 6.5 6.9

10.8 36.6 7.3 1.6 14.5 14.6 0.1 7.4 7.1

29.3 29.6 5.5 3.9 9.1 9.9 6.8 5.0

16.1 39.8 6.3 7.6 17.9 4.87.0

17.8 42.6 8.0 2.4 8.1 7.2 0.0 6.2 7.7

12.0 30.9 11.8 6.4 7.5 11.5 10.7 7.9

10.6 28.5 11.7 5.4 10.6 11.4 1.3 11.8 8.7

17.3 24.8 5.9 5.3 13.7 13.8 0.4 12.5 6.3

11.6 33.6 12.0 4.1 9.6 10.4 10.91.1 6.6

17.9 38.6 9.8 9.71.1 12.6 3.30.7 6.4

13.9 28.2 9.4 2.7 7.2 18.1 12.2 7.7

23.1 27.3 7.5 8.6 7.2 6.6 0.2 7.0 12.6

20.3 31.0 11.6 1.5 11.0 11.6 0.0 5.8 7.2

16.3 24.0 10.0 5.0 13.1 9.8 1.9 11.2 8.7

15.2 33.1 10.0 2.7 11.0 12.2 9.7 5.9

14.4 26.5 12.0 5.8 12.6 9.4 0.9 6.1 12.3

15.6 15.1 5.6 4.5 24.6 3.5 20.3 5.7 5.0

13.5 33.6 6.9 3.2 11.9 9.2 14.8 6.9

15.9 24.7 5.8 19.4 11.9 0.9 7.7 6.9

17.8 29.5 11.1 3.1 10.5 9.2 2.0 7.6 9.2

18.2 33.6 7.3 1.4 10.4 12.7 5.34.3 6.7

12.0 42.9 6.5 0.8 8.2 10.0 0.0 8.2 11.5

13.8 33.6 10.2 3.5 15.4 12.9 0.4 4.3 5.9

19.6 21.2 6.8 4.7 15.0 10.2 7.4 7.2 8.0

16.7 19.5 7.5 4.7 14.9 18.7 1.2 7.4 9.4

15.2 28.1 16.0 7.9 8.4 10.3 6.3 7.9

14.4 29.8 6.9 5.0 11.0 13.1 1.6 10.1 8.0

15.0 28.8 11.7 10.3 9.2 10.9 1.3 5.96.8

13.6 31.1 10.0 5.7 9.6 13.6 0.0 6.310.0

21.9 9.1 8.6 6.3 32.4 4.0 4.66.0 7.0

19.8 18.2 10.9 8.3 9.99.4 3.7 10.4 9.3

12.7 33.3 8.8 2.2 14.510.9 0.9 9.3 7.4

12.3 39.0 8.7
2.1

12.39.7 8.3 7.2

1.3

0.3

0.7

6.8

0.2

0.5

6.9

民生費 その他公債費災害復旧費農林水産業費衛生費総務費 土木費 教育費

0.2

0.0

0.0

0.0

0.4

目的別分類 歳出をその行政目的によって、総務費、民生費、土木費、教育費など、予算や決算の区分である款及び項を基準
として分類したものです。

―用語解説―――――――――――――――――――――――――――――――――――――
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栗原市栗原市

大崎市大崎市 石巻市石巻市
女川町女川町

登米市登米市

涌谷町涌谷町

大衡村大衡村

大和町大和町

富谷市富谷市
利府町利府町
多賀城市多賀城市

塩竈市塩竈市

七ヶ浜町七ヶ浜町

大郷町大郷町

東松島市東松島市

美里町美里町

南三陸町南三陸町

気仙沼市気仙沼市

加美町加美町

仙台市仙台市

川崎町川崎町

蔵王町蔵王町

七ヶ宿町七ヶ宿町

白石市白石市

丸森町丸森町

角田市角田市 山元町山元町

亘理町亘理町

大河
原町
大河
原町

柴田町柴田町
村田町村田町

名取市名取市

岩沼市岩沼市

色麻町色麻町

松島町松島町

（１）経常収支比率の状況
財政構造の弾力性を示す経常収支比率は、

依然として硬直的な財政状況が続いており、
単純平均で９４．６%（前年度比２．２ポイント上
昇）となりました。

経常収支比率の推移（平均は単純平均）

75

0

80

85

90

95

100
（％）

県 平 均
市（仙台市除く）平均
町 村 平 均
全 国 平 均

87.0

94.1

92.3

96.6

90.988.5
89.5

85.2

92.9

96.2

92.4

89.7

88.6

84.9

91.4

93.5

96.4

89.9

92.1

94.6

89.9

98.3

H22 R2 R3 R4 R5年度R1

86.4

85.0

経常収支比率 地方公共団体の財政構造の弾力性を測定する比率として用いられ、地方税や普通交付税等の毎年度継続して
入ってくる使い道の自由な収入（経常的一般財源）が、どれくらいの割合で人件費、扶助費、公債費等のように容易に削減す
ることのできない経常的経費に充てられているかを数値として表したものであり、近年では全国の市町村の平均が９０％前後で
推移しています。
＜算式＞

経常収支比率＝―――――――――――――――――――――――――――――――――――――― ×１００

団体数
団体色区 分

計町村市

１１０８５％未満

５５０８５～９０％未満

１４１１３９０～９５％未満

１１４７９５～１００％未満

４０４１００％以上

３５２１１４計

歳出総額のうち経常的経費に充当した一般財源
歳入総額のうち広義の経常的一般財源＋減収補塡債特例分＋猶予特例債＋臨時財政対策債

―用語解説―――――――――――――――――――――――――――――――――――――

（令和５年度）

財政構造４

※平均値の種類について
単純平均…各計欄に該当する市町村の指標数値を積み上

げ、当該市町村数で除したもの。
加重平均…指標算定式の要素を積上げ、算定式に基づい

て計算したもの。

※市町村ごとの数値は、P２６以降を参照
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（２）実質公債費比率の状況
実質公債費比率（令和３年度～令和５年度

の３ヶ年平均）は、加重平均で６．２％（前年度
比０．１ポイント低下）となりました。

なお、起債許可団体となる１８％以上の団体
はありませんでした。栗原市栗原市

大崎市大崎市 石巻市石巻市
女川町女川町

登米市登米市

涌谷町涌谷町

大衡村大衡村

大和町大和町

富谷市富谷市

大郷町大郷町 松島町松島町

東松島市東松島市

美里町美里町

南三陸町南三陸町

気仙沼市気仙沼市

加美町加美町

仙台市仙台市

川崎町川崎町

蔵王町蔵王町

七ヶ宿町七ヶ宿町

白石市白石市

丸森町丸森町

角田市角田市 山元町山元町

亘理町亘理町

大河
原町
大河
原町

柴田町柴田町
村田町村田町

名取市名取市

岩沼市岩沼市

色麻町色麻町

利府町利府町
多賀城市多賀城市

塩竈市塩竈市

七ヶ浜町七ヶ浜町

団体数
団体色区 分

計町村市

３１２２．５％未満

７３４２．５～５．０％未満

１３１１２５．０～７．５％未満

８３５７．５～１０．０％未満

４３１１０．０％以上

３５２１１４計

（令和５年度）

（３）将来負担比率の状況
将来負担比率は、加重平均で１６．３％（前年

度比2．4ポイント低下）となりました。

なお、早期健全化基準（政令市：４００％、
政令市以外：３５０％）を上回る団体はありま
せんでした。栗原市栗原市

大崎市大崎市 石巻市石巻市
女川町女川町

登米市登米市

涌谷町涌谷町

大衡村大衡村

大和町大和町

富谷市富谷市

大郷町大郷町 松島町松島町

東松島市東松島市

美里町美里町

南三陸町南三陸町

気仙沼市気仙沼市

加美町加美町

仙台市仙台市

川崎町川崎町

蔵王町蔵王町

七ヶ宿町七ヶ宿町

白石市白石市

丸森町丸森町

角田市角田市 山元町山元町

亘理町亘理町

大河
原町
大河
原町

柴田町柴田町
村田町村田町

名取市名取市

岩沼市岩沼市

色麻町色麻町

利府町利府町
多賀城市多賀城市

塩竈市塩竈市

七ヶ浜町七ヶ浜町

団体数
団体色区 分

計町村市

２３１５８負担額なし

５２３０～３０％未満

４３１３０～６０％未満

３１２６０～９０％未満

０００９０％以上

３５２１１４計

（令和５年度）

実質公債費比率、将来負担比率 P２５及び裏表紙を参照
―用語解説――――――――――――――
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（４）財政力指数の状況
地方公共団体の財政力を示す指数として用

いられる財政力指数（令和３年度～令和５年
度の３ヶ年平均）は、単純平均で０．５３（前年
度から増減なし）となりました。

栗原市栗原市

大崎市大崎市 石巻市石巻市
女川町女川町

登米市登米市

涌谷町涌谷町

大衡村大衡村

大和町大和町

富谷市富谷市

大郷町大郷町 松島町松島町

東松島市東松島市

美里町美里町

南三陸町南三陸町

気仙沼市気仙沼市

加美町加美町

仙台市仙台市

川崎町川崎町

蔵王町蔵王町

七ヶ宿町七ヶ宿町

白石市白石市

丸森町丸森町

角田市角田市 山元町山元町

亘理町亘理町

大河
原町
大河
原町

柴田町柴田町
村田町村田町

名取市名取市

岩沼市岩沼市

色麻町色麻町

利府町利府町
多賀城市多賀城市

塩竈市塩竈市

七ヶ浜町七ヶ浜町

団体数
団体色区 分

計町村市

１１０１．０以上

１６８８０．５～１．０未満

８４４０．４～０．５未満

８６２０．３～０．４未満

２２００．２～０．３未満

００００．２未満

３５２１１４計

（令和５年度）

財政力指数の推移
（３ヶ年の平均値）（平均は単純平均）

0

県 平 均
市（仙台市除く）平均
町 村 平 均
全 国 平 均

0.4

0.5

0.6

0.8

0.9

1.0

H22 R5年度R2 R3 R4R1

0.57 0.56

0.53

0.51

0.57 0.55

0.530.51 0.50 0.52

0.56 0.55
0.55

0.53

0.53
0.50

0.50

0.49 0.48
0.52

0.53 0.53

0.52

0.54

財政力指数 基準財政収入額を基準財政需要額で割り出して得た数値の過去３ヶ年の平均値をいい、この数値が大きいほど財
政力が強いとみることができます（基準財政収入額・基準財政需要額についてはＰ９参照）。
＜算式＞

財政力指数（単年度）＝―――――――――――基準財政収入額
基準財政需要額

―用語解説―――――――――――――――――――――――――――――――――――――



１７

単位 : 億円（％）

うち単独災害
復旧事業債

4,459
（34.0）

1,060
（8.1）

757（5.8）

うち地方道路等
整備事業債

161（1.2）

うち緊急防災・
減災事業債

105（0.8）

一般補助施設
整備等事業債

その他

3,531
（26.9）

臨時財政
対策債

公共事業
等債
616
（4.7）

公営住宅
建設事業債
公営住宅
建設事業債
公営住宅
建設事業債
433（3.3）433（3.3）433（3.3）

財源対策債
426（3.3）

減税補塡債
81（0.6）

1,883
（14.4）

過疎対策事業債
469（3.6）

64（0.5）

うちその他
一般単独債
1,093（8.3）

学校教育施設等
整備事業債
769（5.9）

うち公共施設等
適正管理推進事業債

460（3.5）

うち補助災害
復旧事業債

うち合併
特例債

一般単独
事業債

271（2.1）

県全体
1兆 3,107
億円

災害復旧事業債災害復旧事業債災害復旧事業債
334（2.6）334（2.6）334（2.6）

（５）地方債現在高の推移
地方債の令和５年度末現在高は、１兆３，１０７億円（前年度１兆３，２４４億円）となっており、依

然として多額の債務を抱えている状況です。

地方債現在高の状況
（令和５年度末現在高）

地方債現在高の推移

地方債の借入額と公債費の推移

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

18,000

20,000
（億円）

R2H22 R1 R3 R4 R5年度

12,575 13,107
13,57913,450 13,357 13,244

9,607

臨財債以外
8,648

8,7408,601 8,489 8,535

2,968

臨財債
4,4594,8394,849 4,868 4,709

（％）

0

2

4

6

8

10

12

14

16

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

1,600
(億円)

7.3

12.0

7.3

9.6

6.0

8.5
7.6

6.1

6.4

7.0

7.0

7.3

歳入に占める
　　　地方債の割合 ( 宮城県 )

歳入に占める
地方債の割合 ( 宮城県 )

歳入に占める
　　　地方債の割合 ( 全国 )

歳入に占める
地方債の割合 ( 全国 )

H22 R5年度R1 R2 R3 R4

1,265

1,052

213

1,143

利息
55

元金
1,131

借入額
9961,150 1,028 1,069 1,310 984 1,095

1,103

75

1,374

64

57

1,106 1,044

88

公債費
計 1,186

1,131 1,153
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（１）基金の状況
令和５年度末における積立金現在高は、県全体で４，１７９億円となり、前年度（４，２２０億円）と

比較して４０億円（１．０％）の減少となりました。
積立金現在高の推移

基金 ある特定の目的のために財産を維持し資金を積み立てるため、又は定額の資金を運用するために設けられる資金又は財
産のことをいいます。前者を積立基金、後者を定額運用基金といい、それぞれ地方公共団体が任意で設置することができます
が、その設置は条例によることとされています。
財政調整基金 年度間の財源不足の不均衡を調整するために積み立てられる基金で、予期しない税収減や災害発生等の支出増
加等への備えとなります。
減債基金 地方債の償還を計画的に行うための資金を積み立てる目的で設けられる基金で、繰上償還を行うときなどに取り崩
されます。

―用語解説―――――――――――――――――――――――――――――――――――――

年度間の財源調整５

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000
(億円)

単位 : 億円（％）

財政調整基金
減債基金
特定目的基金
財政調整基金（震災分）
減債基金（震災分）
特定目的基金（震災分）

H22 R2 R3 R4R1

2,0882,088

795（38.1）
186（8.9）
1,107
（53.0）

R5年度

1,386
（33.2）

288（6.9）

2,506（60.0）

計 4,179計 4,179

計 703

495（70.4）
45（6.5）
162（23.1）

1,463
（25.5）

259（4.5）

4,027（70.0）

5,7495,749

2,662

2,230（83.8）

34（1.3）
398（14.9）

1,345
（32.7）

282（6.9）

2,484（60.4）

4,1114,111

880

613（69.7）
39（4.5）
227（25.8）

1,474
（35.5）

323（7.8）

2,353（56.7）

4,1504,150 4,2204,220

710
216（30.4）

444（62.6）
50（7.0）

う
ち
震
災
分

1,449
（34.3）

313（7.4）

2,458（58.3）

694
185（26.7）

461（66.4）
48（6.9）

財政調整基金単年度積立額（令和５年度）

基金の状況（令和５年度）

（市部） （町村部）

10億円以上

5億円以上

10億円未満

1億円以上

5億円未満

0億円以上

1億円未満

▲0億円以上

▲1億円未満

▲1億円以上

▲5億円未満

1

1

3

1

1

5

5

6

1
5

0

5

10 大和町

大河原町・村田町・亘理町
加美町・美里町

蔵王町・七ヶ宿町・川崎町
山元町・涌谷町

柴田町・七ケ浜町・大郷町
大衡村・色麻町

松島町・利府町
女川町

南三陸町

塩竈市

登米市

多賀城市 丸森町

▲5億円以上
仙台市・気仙沼市・白石市

東松島市・大崎市

石巻市・名取市・角田市
岩沼市・栗原市・富谷市

その他定額運用
61（1.4）

単位：億円（％）
土地開発基金
275（6.1）

定額運用基金 財政
調整基金

1,386
（30.7）

減債基金
288（6.4）

その他特定目的基金
2,506（55.5）

積立基金
4,179（92.6）

県全体
4,515億円

336（7.4）

注）単年度積立額は「令和５年度末現在高－令和４年度末現在高」による。

増減率増減額Ｒ５年度Ｒ４年度基金名
▲４．４▲６３１，３８６１，４４９財政調整基金
▲１２．４▲２３１６２１８５うち震災分
▲８．０▲２５２８８３１３減 債 基 金
▲５．５▲３４５４８うち震災分
+２．０+４８２，５０６２，４５８その他特定目的基金
+７．５+３５４９５４６１うち震災分
▲１．０▲４０４，１７９４，２２０積立基金合計
+１．３+９７０３６９４うち震災分

（単位：億円、％）
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（２）積立金現在高比率
標準財政規模に対して、どの程度積立金があるかを示す積立金現在高比率は、単純平均では

９５．３％となり、前年度（９５．８%）より０．５ポイント低下しています。

積立金現在高比率の推移（平均は単純平均）

積立金現在高比率別の団体数（令和５年度）

特定目的基金 特定の目的（例：高齢者福祉推進のための財源、文化センターの建設財源、スポーツ振興に資するための財源
等）のための財産の維持又は資金の積立の性質を持つ基金です。この基金については、設置された目的のためでなければ処分
することができません。
積立金現在高比率 地方公共団体の財政の安定性を判断する指標の一つで、高いほど将来に対する蓄えがあるとみることがで
きます。
＜算式＞

積立金現在高比率 ＝ ×１００

標準財政規模 地方公共団体の一般財源の標準的な大きさを示すもので、基本的な財政指標となるため、大きな意味を有して
います。

―用語解説―――――――――――――――――――――――――――――――――――――

（財政調整基金＋減債基金＋その他特定目的基金）
標準財政規模

（％）
250

0

100

50

150

200

県 平 均
市（仙台市除く）平均
町 村 平 均
全 国 平 均

R5年度H22 R2 R3 R4R1

106.1

89.0

81.952.2

45.2

33.0

95.3

52.6 78.8 81.7 88.0
80.3

90.5
95.8

99.9 105.7

83.678.6

90.398.6119.1

127.7
136.8

81.6

70～80％未満

60～70％未満

50～60％未満

40～50％未満

30～40％未満

5

2

20

2

1

大河原町・松島町・大和町
加美町・涌谷町

柴田町
美里町

蔵王町
利府町

村田町
色麻町

1
川崎町

2

3

0

2

2

100％以上

90～100％
未満

80～90％未満

（町村部）（市部）

3

1

8

0

1

七ヶ宿町・丸森町・亘理町・山元町・七ヶ浜町
大郷町・女川町・南三陸町

大衡村

気仙沼市・岩沼市
東松島市

角田市

石巻市・塩竈市
白石市

名取市
栗原市

大崎市

仙台市
登米市

多賀城市
富谷市
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１ 決算規模
令和５年度の県内市町村及び一部事務組合（以下「市町村等」という。）の公営企業会計の決

算規模は、以下のとおりです。
〇決算規模 ３，７９３億円（前年度比▲３２４億円、▲７．９％）

うち、東日本大震災分 ４億円（前年度比▲３８４億円、▲９８．９％）

市町村等公営企業決算規模構成比の推移

資本的支出 建設工事や設備導入、企業債償還のための支出のことです。主に､企業債等の収入をもって充てられます。
収益的支出 一年間の経営活動のために使われる人件費や物件費等の支出のことです。基本的に、サービス提供の対価として
の収入（料金収入等）をもって充てられます。
他会計繰入金 料金収入で賄うことが適当ではない又は困難な経費、つまり、独立採算性になじまない経費に充てるため、一
般会計等から上下水道事業や病院事業等の公営企業会計に対して繰り入れられている財源のことです。繰入金額は、原則とし
て、地方公営企業法の規定や毎年度総務省より示される通知を基準にしており、事業ごとに市町村が算定しています。

―用語解説―――――――――――――――――――――――――――――――――――――

公営企業会計第２章

増減率増減額R５年度R４年度

▲２３．９▲３２，６２２１０３，７９０１３６，４１２下 水 道

+０．７+５５９７６，０９８７５，５３９水 道

+８．２+２，７５６３６，３９８３３，６４２交 通

▲０．０▲１１１０，３９９１１０，４００病 院

▲５．５▲３，０５６５２，６１９５５，６７５そ の 他

▲７．９▲３２，３６４３７９，３０４４１１，６６８合 計

市町村等公営企業決算規模の推移

注）１．決算規模は次の算式により算出しています。
法適用事業：総費用－減価償却費＋資本的支出
法非適用事業：総費用＋資本的支出＋積立金＋繰上充用金

２．震災分は、東日本大震災に係る復旧事業、復興事業等における収益的支出及び資本的支出の合計により算出しています。

（単位：百万円，％）

注）水道は簡易水道を含む。
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病院
29.1％

水道
20.1％

交通
9.6％

その他
13.9％

0

100,000

200,000

300,000

400,000

500,000
（百万円）

決算規模（通常分） 決算規模（震災分）

R2 R3 R4H22 R5年度R1

342,610342,610342,610

計 379,304計 379,304計 379,304

435

378,869

423,928423,928423,928
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企業債現在高構成比の推移

３ 他会計繰入金
令和５年度の県内市町村等の公営企業会計の他会計繰入金は、以下のとおりです。
〇他会計繰入金 ５８９億円（前年度比▲２５７億円、▲３０．４％）

他会計繰入金構成比の推移

２ 企業債現在高
令和５年度の県内市町村等の公営企業会計の企業債現在高は、以下のとおりです。
〇企業債現在高 ７，７２４億円（前年度比▲２７２億円、▲３．４％）

増減率増減額R５年度R４年度

▲４６．４▲２５，１５２２９，０１８５４，１７０下 水 道

▲１０．７▲４１２３，４３８３，８５０水 道

▲８．５▲３７７４，０６３４，４４０交 通

+０．５+９１１９，６５４１９，５６３病 院

+７．７+１９３２，６８５２，４９２そ の 他

▲３０．４▲２５，６５８５８，８５７８４，５１５合 計

増減率増減額R５年度R４年度

▲３．３▲１４，０００４１４，１５７４２８，１５７下 水 道

▲２．９▲３，８８０１３０，７２３１３４，６０３水 道

▲２．０▲２，４６７１２１，６２２１２４，０８９交 通

▲５．５▲３，９６７６７，８０４７１，７７１病 院

▲７．１▲２，９２５３８，１０１４１，０２６そ の 他

▲３．４▲２７，２３９７７２，４０７７９９，６４６合 計

（単位：百万円，％）

（単位：百万円，％）

注）水道は簡易水道を含む。

注）水道は簡易水道を含む。
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令和５年度決算に基づく経営指標

水道事業の経常収支比率
（上水道事業及び法適用簡易水道事業）

市町村立病院の経常収支比率

水道事業の料金回収率

市町村立病院の病床利用率

（上水道事業及び法適用簡易水道事業）

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100 110 120 130 140（％）
経常収支比率

117.9
108.3
101.4
109.0
126.4
104.0
114.8
112.9
104.3
94.8
101.5
123.7
106.3
124.3
108.7
131.3
111.2
120.6
118.4
108.2
102.4
106.3
113.8
102.6
97.8
114.4
112.5
101.0
110.4
113.0
89.4
91.4
111.8
112.5
108.3

団体名
仙 台 市
塩 竈 市
気 仙 沼 市
白 石 市
名 取 市
角 田 市
多 賀 城 市
岩 沼 市
登 米 市
栗 原 市
大 崎 市
富 谷 市
蔵 王 町
大 河 原 町
村 田 町
柴 田 町
川 崎 町
丸 森 町
亘 理 町
山 元 町
松 島 町
七 ヶ 浜 町
利 府 町
大 和 町
大 郷 町
大 衡 村
色 麻 町
加 美 町
涌 谷 町
美 里 町
女 川 町
南 三 陸 町
石巻地方広域水道企業団
県 平 均
全 国 平 均

0 20 40 60 80 100 120（％）
経常収支比率

病院名
97.6
93.4
92.5
100.4
98.8
98.8
104.3
103.4※
100.6
82.4
98.5
93.8
80.3
87.8
99.1
79.7
94.5
84.4
92.5
103.5
83.8
103.5
98.5
99.0
55.4
90.5※
94.2
95.1
96.6
96.4

仙 台 市 立 病 院
石巻市立病院
石巻市立牡鹿病院
塩 竈 市立病院
気仙沼市立病院
気仙沼市立本吉病院

公立刈田綜合病院

登米市立登米市民病院
登米市立米谷病院
登米市立豊里病院
栗原市立栗原中央病院
栗原市立若柳病院
栗原市立栗駒病院
大 崎 市民病院
大崎市民病院鳴子温泉分院
大崎市民病院岩出山分院
大崎市民病院鹿島台分院
蔵王町国民健康保険蔵王病院
国民健康保険川崎病院
丸森町国民健康保険丸森病院
涌谷町国民健康保険病院
美里町立南郷病院
南 三 陸 病 院

公立黒川病院

公立加美病院
みやぎ県南中核病院
県 平 均
全 国 平 均

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100 110 120 130 140（％）
料金回収率

106.2
101.2
97.1
103.7
120.2
101.7
100.2
108.1
97.9
83.2
95.4
115.8
101.8
99.8
96.9
125.2
102.0
109.2
114.6
92.8
100.4
89.9
103.9
81.9
93.1
106.9
115.6
93.1
109.5
110.1
52.9
70.8
110.5
103.7
98.7

団体名
仙 台 市
塩 竈 市
気 仙 沼 市
白 石 市
名 取 市
角 田 市
多 賀 城 市
岩 沼 市
登 米 市
栗 原 市
大 崎 市
富 谷 市
蔵 王 町
大 河 原 町
村 田 町
柴 田 町
川 崎 町
丸 森 町
亘 理 町
山 元 町
松 島 町
七 ヶ 浜 町
利 府 町
大 和 町
大 郷 町
大 衡 村
色 麻 町
加 美 町
涌 谷 町
美 里 町
女 川 町
南 三 陸 町
石巻地方広域水道企業団
県 平 均
全 国 平 均

0 20 40 60 80 100 120（％）
病床利用率

76.9
80.3
47.6
70.9
77.4
42.9
56.9
76.0
63.0
68.9
58.0
70.3
90.2
80.8
68.3
85.0
72.8
44.6
79.0
46.6
89.2
61.6
82.8
69.4
69.5
80.7
72.8
68.7

病院名
仙 台 市 立病院
石巻市立病院
石巻市立牡鹿病院
塩 竈 市立病院
気仙沼市立病院
気仙沼市立本吉病院
公立刈田綜合病院
登米市立登米市民病院
登米市立米谷病院
登米市立豊里病院
栗原市立栗原中央病院
栗原市立若柳病院
栗原市立栗駒病院
大崎市民病院本院
大崎市民病院鳴子温泉分院
大崎市民病院岩出山分院
大崎市民病院鹿島台分院
蔵王町国民健康保険蔵王病院
国民健康保険川崎病院
丸森町国民健康保険丸森病院
涌谷町国民健康保険病院
美里町立南郷病院
南 三 陸 病 院
公立黒川病院
公立加美病院
みやぎ県南中核病院
県 平 均
全 国 平 均

※公立刈田綜合病院及び公立黒川病院は、指定管理者制度（利用料金制）によ
り運営しているため、参考として指定管理者との合算値を掲載している。
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下水道事業の経費回収率
（特定公共下水道以外の全事業の数値を合算して算出したもの）

経常収支比率 公営企業の分析に用いる指標の一つです。企業の経常的な活動における収益性を表し、１００％で収支が均衡し
ている状態であり、１００％を下回っている場合は費用が収益を上回る状態です。
＜算式＞

経常収支比率（％） ＝ ――――――――――――――――――― ×１００

料金回収率 給水に係る費用が、どの程度給水収益で賄えているかを表した指標で、料金水準等を評価することが可能です。
数値が１００％を下回っている場合、給水に係る費用が給水収益で賄われていないことを意味します。費用に見合った料金設定
となっていない場合や、漏水等により有収率の低い場合において料金回収率は低下する傾向にあります。
＜算式＞

料金回収率（％） ＝ ―――――― ×１００

病床利用率 病院の施設が有効に活用されているか判断する指標です。なお、年延入院患者数は毎日24時現在の在院患者数
と当日の退院患者数を加えたもので、年延病床数は医療法の規定に基づき許可を受けた病床数に入院診療日を乗じて算定しま
す。
＜算式＞

病床利用率（％） ＝ ――――――――― ×１００

経費回収率 汚水処理に対して、どの程度使用料収入で賄えているかを表した指標です。汚水処理費については、原則使用料
収入によって賄うこととなっているため、数値が100％を下回っている場合、汚水処理費が使用料収入で賄われていないこと
を意味します。一般的には、水洗化率の上昇に伴い数値が高くなる傾向にあり、また、処理区域内人口密度が小さい団体ほど
低下する傾向にあります。
＜算式＞

経費回収率（％） ＝ ――――――――――――――――― ×１００

水洗化率 現在処理区域内人口のうち、実際に水洗便所を設置して汚水処理している人口の割合を表した指標です。
＜算式＞

水洗化率（％） ＝ ――――――――――――― ×１００

注）水洗化率の全国平均については算出されていないため、掲載していません。

―用語解説―――――――――――――――――――――――――――――――――――――

年延入院患者数
年延病床数

経常収益（＝営業収益＋営業外収益）
経常費用（＝営業費用＋営業外費用）

下水道事業の水洗化率

供給単価
給水原価

下水道使用料
汚水処理費（公費負担分を除く）

現在水洗便所設置済人口
現在処理区域内人口

（特定公共下水道以外の全事業の数値を合算して算出したもの）

0 20 40 60 80 100 120 140（％）
経費回収率

113.8
93.9
89.1
54.8
134.9
105.1
78.8
90.0
89.7
72.9
78.8
110.3
81.6
105.9
113.7
65.3
113.1
99.3
84.9
128.6
93.0
118.4
93.5
94.4
99.8
111.2
96.2
57.9
70.6
69.3
86.9
80.6
77.6
87.0
38.3
101.4
94.5

仙 台 市
石 巻 市
塩 竈 市
気 仙 沼 市
白 石 市
名 取 市
角 田 市
多 賀 城 市
岩 沼 市
登 米 市
栗 原 市
東 松 島 市
大 崎 市
富 谷 市
蔵 王 町
七 ヶ 宿 町
大 河 原 町
村 田 町
柴 田 町
川 崎 町
丸 森 町
亘 理 町
山 元 町
松 島 町
七 ヶ 浜 町
利 府 町
大 和 町
大 郷 町
大 衡 村
色 麻 町
加 美 町
涌 谷 町
美 里 町
女 川 町
南 三 陸 町
県 平 均
全 国 平 均

団体名

0 20 40 60 80 100（％）
水洗化率

99.7
78.4
97.1
83.4
90.3
98.8
87.3
99.0
97.9
84.0
79.9
91.5
84.6
99.9
91.1
92.7
96.8
88.0
92.7
96.0
82.0
90.0
98.7
94.3
98.1
97.7
93.1
88.7
87.0
80.7
81.9
69.1
79.9
89.2
89.3
95.3

団体名
仙 台 市
石 巻 市
塩 竈 市
気 仙 沼 市
白 石 市
名 取 市
角 田 市
多 賀 城 市
岩 沼 市
登 米 市
栗 原 市
東 松 島 市
大 崎 市
富 谷 市
蔵 王 町
七 ヶ 宿 町
大 河 原 町
村 田 町
柴 田 町
川 崎 町
丸 森 町
亘 理 町
山 元 町
松 島 町
七 ヶ 浜 町
利 府 町
大 和 町
大 郷 町
大 衡 村
色 麻 町
加 美 町
涌 谷 町
美 里 町
女 川 町
南 三 陸 町
県 平 均



２４

「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」に基づき、平成１９年度決算分から、各市町村は
健全化判断比率（実質赤字比率、連結実質赤字比率、実質公債費比率及び将来負担比率）及び
各公営企業の資金不足比率を算定し、公表することとなりました。注）算定式については裏表紙参照
令和５年度決算に基づく算定の結果、健全化判断比率が早期健全化基準以上となった市町村

はありませんでした。

実質公債費比率
（早期健全化基準 ２５％、財政再生基準 ３５％）

将来負担比率
（早期健全化基準 政令市 ４００％、その他 ３５０％）

注）１．棒グラフ及び表内の数値は令和５年度における数値を表しています。
２．平均の算出に当たり、充当可能財源が将来負担額より大きい団体は、将来負担比率を0として計算しています。

地方公共団体財政健全化法第３章

実質赤字比率（早期健全化基準 １１．２５～１５％、財政再生基準 ２０％）
赤字団体はありませんでした。

連結実質赤字比率（早期健全化基準 １６．２５～２０％、財政再生基準 ３０％）
赤字団体はありませんでした。
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○実質公債費比率と将来負担比率の推移

地方公共団体の財政の健全化に関する法律 財政指標を整備してその公表の仕組みを設けるとともに、財政の早期健全化及び
再生のための新たな制度を整備することを目的として制定された法律です。
実質赤字比率 一般会計等の実質収支（P２参照）の赤字額（実質赤字額）が標準財政規模に占める割合を表す比率です。
連結実質赤字比率 公営企業会計を含む全会計を対象とした実質赤字額及び資金の不足額の標準財政規模に対する比率です。
実質公債費比率 一般会計等が負担する元利償還金及び準元利償還金の標準財政規模を基本とした額に占める割合を表す比率
です。
地方公共団体財政健全化法の実質公債費比率は、起債の許可を要する団体の判定に用いるために平成１７年度決算分から算定

している地方財政法の実質公債費比率と同じです。
将来負担比率 地方公社や損失補償を行っている出資法人等に係るものも含め、一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の
標準財政規模を基本とした額に占める割合を表す比率です。
早期健全化基準 地方公共団体の財政収支が不均衡な状況その他の財政状況が悪化した状況において、自主的かつ計画的にそ
の財政の健全化を図るべき基準として、実質赤字比率、連結実質赤字比率、実質公債費比率及び将来負担比率の４指標それぞ
れについて定められた数値です。
財政再生基準 財政収支の著しい不均衡その他の財政状況の著しい悪化により自主的な財政の健全化を図ることが困難な状況
において、計画的にその財政の再生を図るべき基準として、実質赤字比率、連結実質赤字比率及び実質公債費比率の３指標そ
れぞれについて、早期健全化基準を超えるものとして定められた数値です。
資金不足比率 公営企業会計ごとの「資金不足額」が事業の規模に占める割合を表す比率です。「資金不足額」は、地方公営
企業法適用企業では１年以内に支払うべきもの（流動負債）の額が、１年以内に換金できるもの（流動資産）の額を超える場
合、その額（不良債務）を基本に算定します。地方公営企業法非適用企業では、一般会計等の実質赤字額と同様に算定します。
経営健全化基準 地方公共団体が、自主的かつ計画的に公営企業の経営の健全化を図るべき基準として、資金不足比率につい
て定められた数値です。

―用語解説―――――――――――――――――――――――――――――――――――――

（参考）全国の都道府県・市区町村・一部事務組合の状況（令和５年度決算）
・ 経営健全化基準以上の公営企業会計は８会計（令和４年度決算：４会計）

→８会計の内訳：簡易水道事業３会計、病院事業１会計、下水道事業４会計
・ 資金不足額がある公営企業会計は４３会計（令和４年度決算：２９会計）

資金不足比率（経営健全化基準 ２０％）
３５市町村、４一部事務組合（企業団）の１２７

会計のうち、資金不足比率が経営健全化基準
を上回った会計はありませんでした。
なお、資金不足額があったのは１会計でし

た。

○資金不足比率の増減

※参考
（Ｒ５資金
不足額）

資金不足比率
団体名（会計区分）

増減Ｒ５Ｒ４

３９，６９９▲３．１０．６３．７仙 台 市（自動車運送）

（単位：％、ポイント、千円）

（％）
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ここでは、県内市町村の５種類の財政指標を偏差値で表
し、それをレーダーチャートで示しています。 財政指標を
見る場合は右記のイメージ図を参考にしてください。
レーダーチャートは、線が外にあるほど財政状況が良いこ

とを表しています。ただし、大きな五角形ができているとし
ても、財政上の問題が何もないということにはなりません。
特に、積立金現在高については、復旧・復興事業に要する費
用等後年度に取り崩される金額も含めて算定されるため、復
興交付金基金等の残高が大きい団体は、良く見えやすい点に
注意が必要です。

■市町村ごとの財政指標を利用するに当たって

仙台市

⑤④③②①区分
２５８．９４３．２５２．３６．１９７．０数 値
３０．６４５．２４２．６５２．５４１．４偏差値

塩竈市

⑤④③②①区分
１３６．１８２．９－４．６９８．３数 値
５３．３５６．３５７．３５６．３３９．０偏差値

石巻市

⑤④③②①区分
１７７．３８９．２１４．７８．２１００．９数 値
４５．７５８．０５３．１４７．３３３．８偏差値

第２部 市町村ごとの財政指標

地方債現在高比率 地方債現在高を標準財政規模で除して得た数値です。地方公共団体の財政の安定性を判断する指標の一つ
で、低いほど将来にわたる地方債の負担が小さいといえます。

―用語解説―――――――――――――――――――――――――――――――――――――

県単純平均

⑤④③②①区分
１５０．３９５．３１３．７６．１９４．６数 値
５０．７５０．７５１．９５３．４４２．９偏差値

町村部単純平均

⑤④③②①区分
１４５．２１０６．１１２．４６．５９２．１数 値
５１．５４９．４５０．８５４．７４３．２偏差値

市部単純平均

⑤④③②①区分
１５７．８７９．１１５．７５．６９８．２数 値
４９．３５５．２５２．９５３．８３９．１偏差値

※赤色実線は令和５年度における当該市町村の偏差値を示しています。なお、青色実線で令和５年度における全国の市区または町村の単純平均の数値（すな
わち偏差値５０）を表し、各市町村の全国の市区または町村における相対的な位置づけを示しています。

※偏差値の算出にあたっては、健全化法上、将来負担比率が「－（ハイフン）」で表記される市町村においては、便宜上「０」と置換しています。

（イメージ図）

①経常収支比率

③将来負担比率

②実質公債費
比率

④積立金
現在高比率

⑤地方債
現在高比率

全国市区部平均（単純平均）

30.630.630.6
41.441.441.4

52.552.552.5

42.642.642.645.245.245.2

①経常収支比率

③将来負担比率

②実質公債費
比率

④積立金
現在高比率

⑤地方債
現在高比率

全国市区部平均（単純平均）

53.353.353.3
39.039.039.0

56.356.356.3

57.357.357.3
56.356.356.3

①経常収支比率

③将来負担比率

②実質公債費
比率

④積立金
現在高比率

⑤地方債
現在高比率

全国市区部平均（単純平均）

45.745.745.7 33.833.833.8

47.347.347.3

53.153.153.1
58.058.058.0

①経常収支比率

③将来負担比率

②実質公債費
比率

④積立金
現在高比率

⑤地方債
現在高比率

全国平均（単純平均）

50.750.750.7
42.942.942.9

53.453.453.4

51.951.951.9
50.750.750.7

①経常収支比率

③将来負担比率

②実質公債費
比率

④積立金
現在高比率

⑤地方債
現在高比率

全国町村部平均（単純平均）

51.551.551.5
43.243.243.2

54.754.754.7

50.850.850.8
49.449.449.4

①経常収支比率

③将来負担比率

②実質公債費
比率

④積立金
現在高比率

⑤地方債
現在高比率

全国市区部平均（単純平均）

49.349.349.3
39.139.139.1

53.853.853.8

52.952.952.9
55.255.255.2

〇〇市
①経常収支比率

③将来負担比率

②実質公債費
比率

④積立金
現在高比率

①～②

③～⑤

⑤地方債
現在高比率

4

2

4

フロー指標（市町村財政の現在の姿を表す
もの）
ストック指標（市町村財政の将来にわたって
の財政の蓄えと負担を表すもの）

808080

808080808080

808080808080

505050

505050505050

505050505050

202020

区分 ① ② ③ ④ ⑤
数 値
偏差値

○○．○ ○○．○ ○○．○ ○○．○ ○○．○
○○．○ ○○．○ ○○．○ ○○．○ ○○．○
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気仙沼市

⑤④③②①区分
１６３．８１５１．８－８．２１０３．９数 値
４８．２７５．５５７．３４７．３２８．１偏差値

名取市

⑤④③②①区分
１６６．６７３．７－２．６９９．２数 値
４７．７５３．７５７．３６１．３３７．１偏差値

白石市

⑤④③②①区分
１１０．７８０．５－３．７９２．９数 値
５８．０５５．６５７．３５８．５４９．５偏差値

角田市

⑤④③②①区分
１９２．９９７．６７．２１０．７９８．７数 値
４２．８６０．４５５．２４１．１３８．１偏差値

多賀城市

⑤④③②①区分
１６２．４６９．４－３．７１０２．８数 値
４８．４５２．５５７．３５８．５３０．１偏差値

登米市

⑤④③②①区分
１７２．１４１．０６３．３９．０９６．８数 値
４６．６４４．６３９．５４５．３４１．８偏差値

東松島市

⑤④③②①区分
１３６．３１００．０－９．６９３．２数 値
５３．３６１．１５７．３４３．８４８．９偏差値

栗原市

⑤④③②①区分
１５１．５７０．２１７．１７．５９７．９数 値
５０．５５２．８５２．５４９．０３９．７偏差値

大崎市

⑤④③②①区分
２０４．７３８．１６５．９７．３９６．８数 値
４０．６４３．８３８．８４９．５４１．９偏差値

富谷市

⑤④③②①区分
６４．１６９．９－▲２．０９４．５数 値
６６．６５２．７５７．３７２．７４６．４偏差値

①経常収支比率

③将来負担比率

②実質公債費
比率

④積立金
現在高比率

⑤地方債
現在高比率

全国市区部平均（単純平均）

48.248.248.2 28.128.128.1
47.347.347.3

57.357.357.375.575.575.5

①経常収支比率

③将来負担比率

②実質公債費
比率

④積立金
現在高比率

⑤地方債
現在高比率

全国市区部平均（単純平均）

47.747.747.7

37.137.137.1

61.361.361.3

57.357.357.3
53.753.753.7

①経常収支比率

③将来負担比率

②実質公債費
比率

④積立金
現在高比率

⑤地方債
現在高比率

全国市区部平均（単純平均）

58.058.058.0
49.549.549.5

58.558.558.5

57.357.357.3
55.655.655.6

①経常収支比率

③将来負担比率

②実質公債費
比率

④積立金
現在高比率

⑤地方債
現在高比率

全国市区部平均（単純平均）

42.842.842.8
38.138.138.1

41.141.141.1

55.255.255.2
60.460.460.4

①経常収支比率

③将来負担比率

②実質公債費
比率

④積立金
現在高比率

⑤地方債
現在高比率

全国市区部平均（単純平均）

48.448.448.4 30.130.130.1
58.558.558.5

57.357.357.3
52.552.552.5

①経常収支比率

③将来負担比率

②実質公債費
比率

④積立金
現在高比率

⑤地方債
現在高比率

全国市区部平均（単純平均）

46.646.646.6
41.841.841.8

45.345.345.3

39.539.539.544.644.644.6

①経常収支比率

③将来負担比率

②実質公債費
比率

④積立金
現在高比率

⑤地方債
現在高比率

全国市区部平均（単純平均）

53.353.353.3

48.948.948.9

43.843.843.8

57.357.357.361.161.161.1

①経常収支比率

③将来負担比率

②実質公債費
比率

④積立金
現在高比率

⑤地方債
現在高比率

全国市区部平均（単純平均）

50.550.550.5
39.739.739.7

49.049.049.0

52.552.552.552.852.852.8

①経常収支比率

③将来負担比率

②実質公債費
比率

④積立金
現在高比率

⑤地方債
現在高比率

全国市区部平均（単純平均）

40.640.640.6
41.941.941.9

49.549.549.5

38.838.838.843.843.843.8

①経常収支比率

③将来負担比率

②実質公債費
比率

④積立金
現在高比率

⑤地方債
現在高比率

全国市区部平均（単純平均）

66.666.666.6
46.446.446.4

72.772.772.7

57.357.357.352.752.752.7

岩沼市

⑤④③②①区分
１１２．１１００．０－▲０．５１０２．４数 値
５７．８６１．１５７．３６９．０３１．０偏差値

①経常収支比率

③将来負担比率

②実質公債費
比率

④積立金
現在高比率

⑤地方債
現在高比率

全国市区部平均（単純平均）

57.857.857.8 31.031.031.0
69.069.069.0

57.357.357.3
61.161.161.1



２８

蔵王町

⑤④③②①区分
１０２．６４５．７－４．５９６．４数 値
５８．１４４．４５５．３６０．９３６．９偏差値

大河原町

⑤④③②①区分
１３６．６６４．０－３．３９９．９数 値
５２．８４５．９５５．３６４．７３１．７偏差値

七ヶ宿町

⑤④③②①区分
１４５．５１３１．８－６．８８５．６数 値
５１．４５１．５５５．３５３．７５２．９偏差値

村田町

⑤④③②①区分
１４５．９３６．４４７．２１１．２９１．４数 値
５１．４４３．７３８．３４０．０４４．３偏差値

川崎町

⑤④③②①区分
７０．２７７．４－５．４９３．４数 値
６３．１４７．０５５．３５８．１４１．３偏差値

柴田町

⑤④③②①区分
１８８．２５３．１５５．３５．６９３．８数 値
４４．９４５．０３５．３５７．５４０．８偏差値

丸森町

⑤④③②①区分
２５７．６１００．９－７．８９１．３数 値
３４．１４９．０５５．３５０．６４４．４偏差値

山元町

⑤④③②①区分
１７６．２１９２．３－６．７９２．１数 値
４６．７５６．４５５．３５４．１４３．２偏差値

亘理町

⑤④③②①区分
１０３．２１０１．１－５．０９６．７数 値
５８．０４９．０５５．３５９．４３６．４偏差値

松島町

⑤④③②①区分
１１７．９６３．６－７．５９４．５数 値
５５．７４５．９５５．３５１．６３９．７偏差値

利府町

⑤④③②①区分
１７８．４４３．７４０．５６．９９３．０数 値
４６．４４４．３４０．７５３．４４１．９偏差値

七ヶ浜町

⑤④③②①区分
１０８．０１２８．１－１．３９４．５数 値
５７．２５１．２５５．３７０．９３９．７偏差値

①経常収支比率

③将来負担比率

②実質公債費
比率

④積立金
現在高比率

⑤地方債
現在高比率

全国町村部平均（単純平均）

58.158.158.1 36.936.936.9

60.960.960.9

44.444.444.4
55.355.355.3

①経常収支比率

③将来負担比率

②実質公債費
比率

④積立金
現在高比率

⑤地方債
現在高比率

全国町村部平均（単純平均）

52.852.852.8 31.731.731.7
64.764.764.7

55.355.355.3
45.945.945.9

①経常収支比率

③将来負担比率

②実質公債費
比率

④積立金
現在高比率

⑤地方債
現在高比率

全国町村部平均（単純平均）

51.451.451.4

52.952.952.9

53.753.753.7

55.355.355.351.551.551.5

①経常収支比率

③将来負担比率

②実質公債費
比率

④積立金
現在高比率

⑤地方債
現在高比率

全国町村部平均（単純平均）

51.451.451.4
44.344.344.3

40.040.040.0

38.338.338.3
43.743.743.7

①経常収支比率

③将来負担比率

②実質公債費
比率

④積立金
現在高比率

⑤地方債
現在高比率

全国町村部平均（単純平均）

63.163.163.1 41.341.341.3

58.158.158.1

55.355.355.3
47.047.047.0

①経常収支比率

③将来負担比率

②実質公債費
比率

④積立金
現在高比率

⑤地方債
現在高比率

全国町村部平均（単純平均）

44.944.944.9
40.840.840.8

57.557.557.5

35.335.335.345.045.045.0

①経常収支比率

③将来負担比率

②実質公債費
比率

④積立金
現在高比率

⑤地方債
現在高比率

全国町村部平均（単純平均）

34.134.134.1
44.444.444.4

50.650.650.6

55.355.355.3
49.049.049.0

①経常収支比率

③将来負担比率

②実質公債費
比率

④積立金
現在高比率

⑤地方債
現在高比率

全国町村部平均（単純平均）

46.746.746.7
43.243.243.2

54.154.154.1

55.355.355.356.456.456.4

①経常収支比率

③将来負担比率

②実質公債費
比率

④積立金
現在高比率

⑤地方債
現在高比率

全国町村部平均（単純平均）

58.058.058.0
36.436.436.4

50.650.650.6

55.355.355.3
49.049.049.0

①経常収支比率

③将来負担比率

②実質公債費
比率

④積立金
現在高比率

⑤地方債
現在高比率

全国町村部平均（単純平均）

55.755.755.7
39.739.739.7

51.651.651.6

55.355.355.3
45.945.945.9

①経常収支比率

③将来負担比率

②実質公債費
比率

④積立金
現在高比率

⑤地方債
現在高比率

全国町村部平均（単純平均）

46.446.446.4
41.941.941.9

53.453.453.4

40.740.740.7
44.344.344.3

①経常収支比率

③将来負担比率

②実質公債費
比率

④積立金
現在高比率

⑤地方債
現在高比率

全国町村部平均（単純平均）

57.257.257.2 39.739.739.7

70.970.970.9

55.355.355.351.251.251.2



２９

大和町

⑤④③②①区分
６７．９６４．２－２．６９０．７数 値
６３．４４５．９５５．３６６．９４５．２偏差値

大衡村

⑤④③②①区分
１２７．２８３．７－５．９９４．５数 値
５４．３４７．５５５．３５６．６３９．７偏差値

大郷町

⑤④③②①区分
１８１．７１１０．２－８．３８７．６数 値
４５．９４９．７５５．３４９．１４９．９偏差値

色麻町

⑤④③②①区分
１０１．１３７．１７２．６１０．３８４．９数 値
５８．３４３．７２９．１４２．８５３．８偏差値

涌谷町

⑤④③②①区分
１２６．０６１．６－５．８８６．６数 値
５４．４４５．７５５．３５６．９５１．４偏差値

加美町

⑤④③②①区分
１２８．６６３．７１８．７７．４８９．１数 値
５４．１４５．９４８．５５１．９４７．７偏差値

女川町

⑤④③②①区分
２１７．７４７５．６－５．９８９．０数 値
４０．３７９．７５５．３５６．６４７．９偏差値

美里町

⑤④③②①区分
１３５．７５２．７２５．９７．４９１．５数 値
５２．９４５．０４５．９５１．９４４．２偏差値

南三陸町

⑤④③②①区分
２３３．９２４０．１－１０．６９７．９数 値
３７．８６０．４５５．３４１．９３４．７偏差値

①経常収支比率

③将来負担比率

②実質公債費
比率

④積立金
現在高比率

⑤地方債
現在高比率

全国町村部平均（単純平均）

63.463.463.4
45.245.245.2

66.966.966.9

55.355.355.3
45.945.945.9

①経常収支比率

③将来負担比率

②実質公債費
比率

④積立金
現在高比率

⑤地方債
現在高比率

全国町村部平均（単純平均）

54.354.354.3
39.739.739.7

56.656.656.6

55.355.355.347.547.547.5

①経常収支比率

③将来負担比率

②実質公債費
比率

④積立金
現在高比率

⑤地方債
現在高比率

全国町村部平均（単純平均）

45.945.945.9

49.949.949.9

49.149.149.1

55.355.355.349.749.749.7

①経常収支比率

③将来負担比率

②実質公債費
比率

④積立金
現在高比率

⑤地方債
現在高比率

全国町村部平均（単純平均）

58.358.358.3

53.853.853.8

42.842.842.8

29.129.129.1
43.743.743.7

①経常収支比率

③将来負担比率

②実質公債費
比率

④積立金
現在高比率

⑤地方債
現在高比率

全国町村部平均（単純平均）

54.454.454.4

51.451.451.4

56.956.956.9

55.355.355.3
45.745.745.7

①経常収支比率

③将来負担比率

②実質公債費
比率

④積立金
現在高比率

⑤地方債
現在高比率

全国町村部平均（単純平均）

54.154.154.1

47.747.747.7

51.951.951.9

48.548.548.545.945.945.9

①経常収支比率

③将来負担比率

②実質公債費
比率

④積立金
現在高比率

⑤地方債
現在高比率

全国町村部平均（単純平均）

40.340.340.3

47.947.947.9
56.656.656.6

55.355.355.3

79.779.779.7

①経常収支比率

③将来負担比率

②実質公債費
比率

④積立金
現在高比率

⑤地方債
現在高比率

全国町村部平均（単純平均）

52.952.952.9
44.244.244.2

51.951.951.9

45.945.945.945.045.045.0

①経常収支比率

③将来負担比率

②実質公債費
比率

④積立金
現在高比率

⑤地方債
現在高比率

全国町村部平均（単純平均）

37.837.837.8 34.734.734.7

41.941.941.9

55.355.355.360.460.460.4



趣旨：一般会計等を対象とした実質赤字額の標準財政規模に対する比率
○実質赤字額＝繰上充用額＋（支払繰延額＋事業繰越額）
・繰上充用額＝歳入不足のため、翌年度歳入を繰り上げて充用した額
・支払繰延額＝実質上歳入不足のため、支払を翌年度に繰り延べた額
・事業繰越額＝実質上歳入不足のため、事業を繰り越した額

趣旨：全会計を対象とした実質赤字額（又は資金不足額）の標準財政規模に対する比率
イ 一般会計及び公営企業（地方公営企業法適用企業・非適用企業）以外の特別会計のうち、実質赤字を生じた会計の実質

赤字の合計額
ロ 公営企業の特別会計のうち、資金の不足額を生じた会計の資金の不足額の合計額
ハ 一般会計及び公営企業以外の特別会計のうち、実質黒字を生じた会計の実質黒字の合計額
ニ 公営企業の特別会計のうち、資金の剰余額を生じた会計の資金の剰余額の合計額

趣旨：一般会計等が負担する元利償還金及び準元利償還金の標準財政規模を基本とした額に対する比率
○準元利償還金の内容
① 満期一括償還地方債について、償還期間を３０年とする元金均等年賦償還をした場合の１年当たりの元金償還金相当額
② 一般会計等から一般会計等以外の特別会計への繰出金のうち、公営企業債の償還に充てたと認められるもの
③ 一部事務組合等への負担金・補助金のうち、一部事務組合等が起こした地方債の償還の財源に充てたと認められるもの
④ 債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるもの
⑤ 一時借入金の利子

趣旨：一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の標準財政規模を基本とした額に対する比率
○将来負担額の内容
① 一般会計等の当該年度の前年度末における地方債現在高
② 債務負担行為に基づく支出予定額（地方財政法第５条各号の経費に係るもの）
③ 一般会計等以外の会計の地方債の元金償還に充てる一般会計等からの繰入見込額
④ 当該団体が加入する一部事務組合等の地方債の元金償還に充てる当該団体からの負担等見込額
⑤ 退職手当支給予定額（全職員に対する期末要支給額）のうち、一般会計等の負担見込額
⑥ 地方公共団体が設立した一定の法人の負債の額のうち、当該設立法人の財務・経営状況を勘案した一般会計等の負担見

込額
⑦ 当該団体が受益権を有する信託の負債の額のうち、当該信託に係る信託財産の状況を勘案した一般会計等の負担見込額
⑧ 設立法人以外の者のために負担している債務の額及び当該年度の前年度に当該年度の前年度内に償還すべきものとして

当該団体の一般会計等から設立法人以外の者に対して貸付けを行った貸付金の額のうち、当該設立法人以外の者の財
務・経営状況を勘案した一般会計等の負担見込額

⑨ 連結実質赤字額
⑩ 一部事務組合等の連結実質赤字相当額のうち一般会計等の負担見込額

趣旨：公営企業ごとの資金不足額の事業規模に対する比率
○資金不足額
一般会計等の実質赤字に相当するものとして、公営企業会計ごとに算定した額

○事業の規模
料金収入など主たる営業活動から生じる営業収益等に相当する額

編集・発行 宮城県総務部市町村課
電話：022－211－2336
https://www.pref.miyagi.jp/soshiki/sichouson/

この冊子は６００部作成し、
一部当たりの印刷単価は３３２円です。

財政再生基準早期健全化基準市町村の場合

２０％１１．２５～１５％
（標準財政規模に応じて）○実質赤字比率

３０％１６．２５～２０％
（標準財政規模に応じて）○連結実質赤字比率

３５％２５％○実質公債費比率

－３５０％
（政令市４００％）○将来負担比率

－２０％
（経営健全化基準）○資金不足比率（公営企業）

一般会計等の実質赤字額
実質赤字比率 ＝ ―――――――――――――――

標準財政規模

連結実質赤字額｛（イ＋ロ）－（ハ＋ニ）｝
連結実質赤字比率 ＝ ――――――――――――――――――

標準財政規模

（元利償還金＋準元利償還金）－
（特定財源＋元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額）

実質公債費比率 ＝ ――――――――――――――――――――――――――――――――
標準財政規模－

（元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額）

将来負担額－（充当可能基金額＋特定財源見込額＋
地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額）

将来負担比率 ＝ ―――――――――――――――――――――――――――――――――――
標準財政規模－（元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額）

資金不足額
資金不足比率 ＝ ―――――――――――

公営企業の事業規模

健全化判断比率等算定式

（３ヵ年平均）
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